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平成３０年度第１４回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：平成３０年１０月１６日 

                    担当部・課：総務部管財課〔内線４０８５〕 

① 件  名 

総合評価方式による入札における低入札価格調査制度の導入について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

  低入札価格調査制度については、平成１７年度まで実施していたが平成１８年４月１日に廃止し

ている。しかし、総合評価方式による入札には、地方自治法施行令上、最低制限価格を設定するこ

とができないことから、今回、新たに低入札価格調査制度を導入するもの。 

【目的】   

  調査基準価格を下回った場合、低入札価格調査を行うことにより、工事の品質確保を図り、不良

不適格業者を排除することができるため。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 平成３０年１０月４日 第３回石巻市入札制度検討委員会開催 

⑤ 主な内容 

  現行の入札制度においては、最低制限価格を設定し、最低制限価格を下回った場合は失格とし、

最低制限価格以上かつ予定価格の範囲内で最低価格をもって入札した者を落札者としている。 

低入札価格調査制度については、最低制限価格に替わり調査基準価格を設定し、調査基準価格を

下回った場合でも、当該契約の内容に適合した履行が可能であるかを調査し、可能な場合において

落札者とすることができるものである。なお、数値的判断基準を設定し、その基準に満たない価格

であるときは失格とする。 

  また、低入札価格調査制度の導入に伴い、契約の内容に適合した履行が可能であるか、低入札調

査委員会を設置し審議するものである。 

 

【低入札価格調査制度の対象範囲】 

 総合評価方式の案件にのみ適用することとし、総合評価の点数が最も高い者が調査基準価格を下

回った入札に対して低入札価格調査を行う。また、価格のみによる入札については、過当競争を招

く恐れが高いことから適用しない。なお、総合評価方式については、平成３１年度まで試行とし、

実施状況を見ながら、平成３２年度から本格的な導入を検討する。 

 ※総合評価方式（試行）の対象範囲 

  ・全工種Ａクラス 

  ・設計金額３，０００万円（建築一式工事は５，０００万円）以上 

  ・工事担当課長が、価格と価格以外の技術力、施工能力等を総合的に評価することが適当と認

める工事 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

工事の品質確保を図るとともに、不良不適格業者を排除するもの。 
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⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

【県内の導入状況】 

低入札価格調査制度については、平成３０年１月現在、宮城県、仙台市を含む県内３６自治体の

うち、１５自治体が導入している。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

平成３０年１０月中旬  石巻市低入札価格調査要綱及び石巻市低入札価格調査委員会設置要綱制定 

            （平成３０年１０月中旬施行予定） 

１０月２６日 入札公告日 

⑨ その他 

【低入札価格調査制度】 

あらかじめ設定した調査基準価格を下回る価格をもって入札した者があった場合、すぐに落札者

を決定せず、低入札価格の調査を行った上で、当該契約の内容に適合した履行がなされるかどうか

を決定する制度 

 

【最低制限価格制度】 

  契約内容に適合した履行を確保するため、あらかじめ最低制限価格を設けて、予定価格の範囲内

で最低の価格をもって入札した者であっても、最低制限価格を下回る場合にはこれを落札者とせず、

最低制限価格以上で最低の価格をもって入札した者を落札者とする制度 

＜参考＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○低入札価格調査制度            ○最低制限価格制度 

 【イメージ図】               【イメージ図】 

 

          Ａ（6,500 万円）               Ａ（6,500 万円） 

  予定価格                   予定価格 

 （6,000万円）                （6,000万円） 

          Ｂ（5,500 万円）               Ｂ（5,500 万円） 〈落札〉   

 調査基準価格                 最低制限価格 

 （5,000万円）  Ｃ（4,800 万円） 〈落札〉   （5,000万円）    Ｃ（4,800 万円）  失格 

 

 数値的判断基準                         Ｄ（4,500 万円）  失格 

               いずれかの場合                   

                 失格 

 

最低制限価格制度 

低入札価格調査制度 

価格競争方式 

総合評価方式 

(価格に加えて価格以外の要

素を含めて評価する方式) 

落
札
者
決
定
方
式 

最低制限価格制度 

低入札価格調査制度 

  

※調査により 当該契約の内容に適合 
した履行が可能と判断した場合  

直接工事費 7.5/10 未満 

共通・現場管理費 7/10 未満 

一般管理費 3/10 未満 


